
（様式１） 
 

長岡市新事業分野開拓事業者認定申請書 

 
令和〇〇年〇月〇日 

 
長 岡 市 長  様 
 

 
 
申請者 所 在 地 長岡市○○ 
    名 称 ○○株式会社 
          (法人番号：○○○○○○○○○) 

代表者役職 代表取締役 
氏名  ○○ ○○     印 

 
 
下記のとおり認定を受けたいので、長岡市新事業分野開拓事業者認定制度実施要綱第５条の規定に

より申請します。 
 
 

記 
 
１ 申請区分 

☑ 新規 
□ 延長（２年間） 認定年度「    年度」 

 
２ 新商品の名称 
   ○○装置 
 
３ 事業計画書 
  別紙のとおり 
 
４ 添付書類 
  ☑公的機関の支援の活用を証明する書類（補助金交付決定通知等） 
  □その他、必要と認める書類（                   ） 
 
 

国税庁法人番号公表サイト 
(http://www.houjin-
bangou.nta.go.jp/)でも確認でき

ます。 

【記載例】 

認定後３年を経過し、さらに２年延長し

たい場合はこちらにチェックしてくださ

い。 



別紙 事業計画書 

（１）申請者の概要  

申請者名 ○○株式会社 

所在地 〒 ○○○- 
長岡市○○ 

代表者 
（職・氏名） 代表取締役 ○○ ○○ 

業種 

■製造業 

日本標準産業分類における大分類「製造業」のうち、当該事業

が該当する産業分類を記入してください。 

29 電気機械器具製造業 

 299  その他の電気機械器具製造業 

   2999  その他の電気機械器具製造業 

情報サービス業（□ソフトウェア業  □情報処理サービス業） 

業務内容 ○○の開発・製造 

資本金（出資金） ○○万円 

従業員数 ○○人 

この申請に係る 
問い合わせ先 
 

担当者：○○○○ 

電 話：○○-○○○○ 

F A X：○○-○○○○ 
E-mail：○○@○○○○ 

 
（２）商品の開発又は事業化にあたり、活用した支援等 

支援名（補助金名等） ○○補助金 

活用年度 平成 ２８ 年 

支援団体（補助金交付団体等） ○○○ 

  ※公的機関の支援の活用を証明する書類（補助金交付決定通知等）を添付ください。 

最低限、中分類を記

載してください。 



（３）新商品の内容 

新商品の名称 ○○装置 

区分 ■物品       □役務 

新商品の概要 

（申請する新商品の用途、機能、特徴等について記載ください。） 
 
○○業務に活用する機械。当社で独自に開発した○○構造を用いることで、

高い作業効率を実現。従来の○○式でなく○○式を採用し、簡易なメンテナ

ンスも可能。 

販売開始時期 平成○○年〇月 

販売価格 

    ○○○円（税抜） 

＜仕様＞ 
・外形：○○×○○×○○㎝ 
・重量：○○kg 
・消費電力：○○W 

既存の商品と比較

した優位性 

（使用者の視点から見て、性能・価格・安全性など、既存の商品と比べて優れ

ている点について、具体的に記載ください。） 

 

既存の商品に比べ、○○が組み込まれた製品であり、簡単な操作で○○を可

能にし、さらに安価に○○することができる。 

技術的・構造的な

新規性・独自性 

（製品の優位性の背景となる技術的原理・独自性について記載ください。根拠と

なる試験データや認証等の取得がある場合は、写しを添付ください。） 
 
 従来技術では、○○させる必要があった○○部分について、○○を組み込むこ

とで効率を向上させ、従来製品に比べて○○％高い効率を実現させた。 

工業所有権の 

取得 

■ 取得した 
取得権利：■特許権 □実用新案権 □意匠権 □商標権 

発明等の名称：○○装置（特許第〇〇〇号） 

□ 取得していない 

□ 未調査または調査中 

概ね 5 年以内に販売開

始した新商品であるこ

とが要件です。 



（４）生産について 

売上目標 
直近期末(  年 月) １年後 ２年後 ３年後 

○○万円 ○○万円 ○○万円 ○○万円 

生産実施方

法 

（生産の実施方法、体制等について記載してください。） 
 
・自社生産（一部、協力会社に生産委託） 
・生産に携わる人数○○人、月産○○台 
・生産場所：○○株式会社本社工場（長岡市○○） 
      一部、生産を委託（長岡市内企業） 

生産資金 

決算期 直近期末 １年後 ２年後 ３年後 

必要資金額 ○○万円 ○○万円 ○○万円 ○○万円 

調達 
方法 

自己資金 ○○万円 ○○万円 ○○万円 ○○万円 

借入等 ○○万円 ○○万円 ○○万円 ○○万円 

 
（５）市に対する使用方法の提案 

（市の機関に使途が見込まれることが申請の要件です。想定させる使用方法やその効果を記入く

ださい。） 
 
＜想定される使用方法＞ 
・市庁舎や図書館など、市有施設での○○の使用 
・市立学校での○○の使用 
 
＜期待できる効果＞ 
・簡単に○○ができ、作業の効率化が図れる。 
・本製品に取り換えることで、約○○％の電気代の節約が見込める。 
 

 
 
 

 

市の機関に使途が見込まれ

ることが申請の要件です。 


